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決算審査特別委員会 

                       日 時 令和３年９月９日（木） 

                           午後１時～午後３時２６分 

                       場 所 議会棟 議場 

 

出席者   委員長、副委員長、委員７名（欠席：なし）、山本議長 

説明員   木下総務課長、弓場人権センター館長、高橋防災監、川上室長、坪倉参事 

傍聴者   なし 

書 記   花倉事務局長、川上書記 

 

○花倉事務局長 ただいまから、令和２年度決算審査特別委員会を開きます。 

 委員会設置後、最初の委員会ですので、委員長が互選されるまでの間、日南町議会委員

会条例第８条第２項の規定により、年長の委員が委員長の職務を行うことになっています。 

 本日出席の委員の中、大西保委員が年長の委員ですので、委員長が互選されるまでの間、

委員長の職務をお願いします。 

○大西臨時委員長 それでは、日南町議会委員会条例第８条第２項の規定により、委員長

が互選されるまでの間、委員長の職務を行います。 

 これより、決算審査特別委員会委員長の互選を行います。 

 お諮りします。委員長の互選の方法について、指名推選としたいと思いますが、これに

御異議ありませんか。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、互選の方法は指名推選とすることに決定しました。 

 お諮りします。指名の方法については、議会運営委員会委員長の古都勝人委員において

指名することとしたいと思いますが、これに御異議ございませんか。（「異議なし」と呼

ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、古都勝人委員において指名することに決定しました。 

 古都勝人委員、指名をお願いいたします。 

○古都委員 委員長には、荒木博委員を指名いたします。 

○大西臨時委員長 お諮りします。ただいま古都勝人委員において指名されました荒木博

委員を決算審査特別委員会委員長と定めることに御異議ありませんか。（「異議なし」と

呼ぶ者あり） 
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 異議なしと認めます。よって、ただいま指名されました荒木博委員が決算審査特別委員

会委員長に決定いたしました。 

 委員長を交代いたします。 

○荒木委員長 それでは、皆様の御推挽をいただきまして、委員長を務めることになりま

した。決算審査特別委員会の運営に対しまして、格別の御協力をお願いします。 

 それでは、これより副委員長の互選を行います。 

 お諮りします。互選の方法について、指名推選としたいと思いますが、御異議はござい

ませんか。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、互選の方法は指名推選によることに決定しました。 

 お諮りします。指名の方法については、議会運営委員会委員長の古都勝人委員において

指名することといたしたいと思いますが、これに御異議はございませんか。（「異議な

し」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、古都勝人委員において指名することに決定しました。 

 古都勝人委員、指名をお願いします。 

○古都委員 副委員長には、久代安敏委員を指名いたします。 

○荒木委員長 お諮りします。ただいま古都勝人委員において指名されました久代安敏委

員を決算審査特別委員会副委員長と定めることに御異議はございませんか。（「異議な

し」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、ただいま指名されました久代安敏委員が決算審査特別委

員会の副委員長に決定しました。 

○久代副委員長 よろしくお願いします。 

○荒木委員長 それでは、ただいまから、本日の本会議において付託になりました各会計

決算９議案について審査を進めたいと思います。 

 審査の進め方は、一般会計、特別会計及び企業会計を問わず所管課ごとに説明を受け、

その後、質疑、討論を行います。全ての課が終わった時点で、意見の調整、そして討論、

採決を行いますので、よろしくお願いいたします。 

 審査日程につきましては、あらかじめ配付されたとおりです。なお、円滑な審査、そし

て討論ができますように、各課の聞き取りが終わった時点で各委員からの発言を求めます。 

 特に指摘すべき事項等ありましたら発言をいただきますようよろしくお願いします。 

 なお、発言を求めるときは、発言ボタンを押した上、挙手をし、私が発言許可をした後、
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起立の上、簡潔明瞭にお願いいたします。審査に当たり、事前に誤字、脱字、単純な計数

等の誤りに気がつかれましたら、事前に事務局へ申し出ていただきたいと思います。 

 また、傍聴については、日南町議会傍聴規則を準用いたします。 

 それでは、早速、本日の日程により、総務課の審査から始めたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

 それでは、総務課の皆さん、席に着いてください。 

 ただいまから総務課の審査を開始いたします。 

 まず、令和２年度予算審査特別委員会の審査意見について、どのように取り組まれたの

かを報告していただきます。 

 木下総務課長。 

○木下総務課長 本日午後からは決算審査特別委員会、各課のヒアリングということで、

総務課スタートでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 総務課のヒアリングに当たりまして、本日、課長以下、弓場人権センター館長、高橋防

災監兼総務室長、後ろのほうで、川上財務室長、坪倉参事、以上のメンバーで説明員を務

めさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 そういたしますと、委員長から御指示いただきました令和２年度予算審査特別委員会の

審査意見に対する対応状況ということで、御報告をさせていただきます。 

 まず、一般会計のほう、全体的な部分で意見をいただいております事務事業の執行につ

いてということで、令和元年度から多額の予算が繰り越されるということで、十分な調査、

協議の上、事業年間計画を立て、予算を繰り越さないように進捗管理に鋭意努められたい

という御意見をいただいておったとこでございます。 

 御承知のとおり、令和元年度から２年度に向けては、明許繰越し、事故繰越、合わせま

して総額１３億円に上る予算繰越しをさせていただいております。大きなものでいいます

と、木材団地の造成事業でありますとかＦＴＴＨの事業、そのほか地籍調査事業、林道、

道路事業等、また災害復旧につきましても繰越しをさせていただいたとこでございます。

指摘をいただいた上ではございますけども、令和２年度におきましても、御存じのとおり、

令和３年度に向けて総額９億円、事故繰越も含めてですが、繰越しとなってございます。

状況につきましてはそれぞれ御説明をさせていただいた上で、明許については御承認いた

だいた上での繰越しをさせていただいたとこでございますけども、御存じのとおり、木材

団地の事故繰越、さらなる繰越しをさせていただいたものでありますとか、新たなものと
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してコロナの交付金事業あたりにつきましては、鋭意取り組んだものを一部繰越しとして

おるものもございます。指摘をいただいた上での多額の繰越しとなっておりますことにつ

いては大変遺憾には思いますが、御事情もお察しいただきまして、鋭意事業執行には努め

ておるところでございます。よろしくお願いいたします。 

 また、総務課部分でいただきました御意見です。町有財産整備管理事務におきまして、

公共施設の個別施設計画の策定の年でございました。適切な管理計画を策定をということ、

また、施設の新築や改修に当たっては、個別計画、全体的な計画を見通した議論を行い慎

重に対応をという御意見をいただいております。 

 令和２年度におきましては個別計画を策定させていただき、御報告をさせていただいた

とこでございます。各事業執行におきましては、先般の過疎計画もそうですけども、各種

計画等の整合を図りながら、予算審査、予算要求に当たっても、この個別計画の計画に沿

った形での要求、査定を進めていくというふうなことでの活用を進めたいというふうに思

っております。 

○荒木委員長 ただいま報告をいただきましたが、このことについて質疑がございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 それでは、歳入について、お願いします。 

 木下総務課長。 

○木下総務課長 引き続きまして、総務課部分の歳入について、若干御説明をさせていた

だければというふうに思います。説明は川上財務室長がいたします。 

 川上室長。 

○川上室長 そういたしますと、私からは歳入につきまして、令和２年度主要施策の成果

及び財産に関する調書、いわゆる決算附属資料に基づきまして御説明をさせていただきた

いと思います。 

 昨日の本会議におきます会計管理者からの決算報告、あるいは午前中の本会議での議論

の中の部分と若干重複する部分があろうかとは思いますけれども、御容赦いただければと

いうふうに思います。紙資料の決算附属資料に基づき、紙ページで御説明をさせていただ

きますので、よろしくお願いします。 

 まずは、資料ページ、５ページから６ページを御確認いただきたいと思います。こちら

に歳入全体の決算額及び前年度比較等の一覧を載せておりますが、こちらにつきましては

各位、再度御確認をいただきたいと思います。このうち総務課に関わる部分、あるいは総
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務課で受入れを行った歳入につきまして、かいつまんで増減の大きかったものを中心に御

説明させていただきます。 

 まずは、紙資料の１１ページになります。地方譲与税についてでございます。令和２年

度の歳入決算額は１億１，４８２万９，０００円で、前年度比較２，９３８万６，０００

円の大幅な増でございました。大幅な増の理由でございますが、譲与税のうち、所管はこ

れ農林課になりますけれども、森林環境譲与税が５，７０２万６，０００円、国策により

まして前倒し交付されたことによりまして、前年度の２倍を超える交付があったこと、こ

れが大きな影響ということでございます。今後も国の算定に基づきまして、計画的に配分

されるというふうに認識しているところでございます。 

 次に、同じく１１ページの下段、法人事業税交付金についてございます。法人事業税交

付金につきましては、令和２年度から新たに制度開始となったものでございます。これに

つきましては、法人事業税の法人税割の減収分の補填措置として交付されるものでござい

まして、法人事業税の一部を財源として、県の算定により市町村の従業員数で案分してそ

れぞれ交付されるものでございます。本町の決算額は１１０万２，０００円、これは皆増

となったものでございます。制度の新設ということで御理解を賜ればというふうに思いま

す。 

 続きまして、１２ページ上段の地方消費税交付金についてでございます。地方消費税交

付金の決算額は９，７８０万７，０００円で、前年度比較１，８２８万５，０００円の増

となりました。これは御承知のとおり、令和元年１０月から消費税率が引上げになったこ

とが影響しまして、令和２年度の交付額が増額になったということで御理解いただければ

というふうに思います。 

 同じく、大きな部分で、１２ページの中段からは地方交付税についてでございます。直

近の６年間につきましては、お手元の資料に普通交付税分、それから特別交付税分の決算

額の推移を記載させていただいております。普通交付税における令和２年度の決算額は２

７億３，５７７万１，０００円、前年度比較１億７，４０４万４，０００円の増額交付と

なりました。令和２年度につきましては、主な算定根拠となります人口は、平成２７年の

国調人口４，７６５人が用いられる最後の年ということになりました。 

 増額の大きな要因としましては、個別算定経費のうち公債費の償還に係る算入分が１つ

増額になったということが上げられます。歳出の公債費償還事務の部分でも後々出てまい

りますけれども、公債費のうち過疎債の償還につきましては、前年度比較１億９２９万２，
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０００円の償還増となっております。つまりこの７割部分が交付税算入されるというとこ

ろで、約７，６５０万円程度の算入が加わった、これが影響したということでございます。 

 もう１つ、大きな増額の要因といたしましては、個別算定経費のうち令和２年度に新た

に新設をされました地域社会再生事業費の算入額が９，８２６万１，０００円であったこ

とが上げられます。この地域社会再生事業費につきましては、いわゆる地方創生を推進す

るための基盤となる地域社会の持続可能性を確保するという目的で新たに新設された項目

であります。具体的には、本町で申し上げますと、例えば集落維持対策ですとか少子高齢

化対策、こういったもの、地域社会の維持あるいは再生に必要となり得る取組に対して、

国が計算式に基づき財政需要額を計算して交付されるという性質のものでございます。 

 先ほどの公債費算入分の７，６５０万円、これと地域再生事業費の９，８００万円、こ

れを足し上げると、今回の増額分の約１億７，４００万円程度の増額につながったという

ことでございます。普通交付税分につきましては、以上となります。 

 一方で、特別交付税につきましては、令和２年度の決算額は４億９，９５０万４，００

０円でございました。前年度比較で４，２４０万２，０００円の、こちらも増額の交付と

なっております。御承知のとおり、特別交付税につきましては、普通交付税の措置とは別

に、これ、自治体ごとの特別な財政需要に対して事業費の一般財源の実績ベースを元に交

付率を乗じた上で交付されるというものでございます。最も大きなものといいましょうか、

分かりやすいものとしましては、御承知のとおり、自然災害等による復旧ですとか復興経

費が充てられることが多いわけでございますけれども、令和２年度につきましては、本町

の場合は大きな災害復旧事業はございませんでしたけれども、いわゆる豪雪による除雪経

費ですとか、あるいは情報通信機器整備、こういったものに多額の財政需要が生じたとい

うことから、これらに特別措置があったということで、増額の大きな要因であったという

ふうに言えるかと思います。特別交付税につきましては、以上でございます。 

 次に、１４ページになります。国庫支出金についてでございます。国庫支出金の全体の

決算額は１２億６，８２５万９，０００円、前年度比較４億９，９１７万１，０００円の、

こちらも大幅な増額となりました。国庫につきましては、御承知のとおり、新型コロナに

係ります経済対策、あるいは予防対策等、こちらに国の予備費を活用した事業を各セクシ

ョンで展開したということが大きな理由になります。 

 総務課の所管といたしましては、特に大きなものでは、１４ページの下段に一覧表を記

載させていただきましたけれども、一番下の段から２つ目ですね、いわゆる１人につき１
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０万円を交付させていただいた特別定額給付金事業、これがございました。特別定額給付

金事業につきましては、最終的な給付対象者は４，４４７名、これに事務費分を加えまし

て、決算額は４億４，８９７万４，０００円となりました。定額給付金の事務につきまし

ては、国の制度に従いながらも、いかに早く、そして手間なく町民の皆様に給付金をお届

けできるかということを主眼として、目標として事務を実施させていただきました。 

 さらには、一覧表の一番下になりますが、新型コロナ地方創生臨時交付金でございます。

こちらの交付金事業につきましては、これまでも新型コロナ経済対策の計画書の提出であ

りますとか動向につきまして、全員協議会等で議員各位に都度、御説明させていただいた

ところでございます。新型コロナ臨時交付金のうち総務課の所管といたしましては、全国

の緊急事態宣言下における町内２８事業者の皆さんに２０万円をそれぞれ配付させていた

だいた休業要請協力金事業、これが５６０万円。サージカルマスクの配付事業が８４０万

円。それから、庁舎内の分散勤務におきます電話機の増設、こちらに１９８万９，０００

円。防災対策事業では、検温サーモカメラですとか感染対策物品等の購入費として２，８

４１万７，０００円。これら総務課の所管を合計しますと、新型コロナ臨時交付金を財源

とした事業につきましては４，４４０万６，０００円の事業費を執行したという実績にな

りました。国庫補助につきましては、以上でございます。 

 次に、１５ページの県支出金についてでございます。県支出金につきましては、令和２

年度の全体の決算額は１０億７，６６０万７，０００円、前年度比較５，７９５万９，０

００円の減となりました。総務課の所管する事業に係る県支出金としましては、例年、人

権関係の補助金ですとか、防災、消防、こういった関係の補助金がございますけれども、

令和２年度につきましては、総務課については大きな増減はなかったと認識しているとこ

ろでございます。こちらも全体の一覧表は記載しておりますので、御確認をいただきたい

と思います。 

 続きまして、１６ページの寄附金についてでございます。寄附金につきましては、令和

２年度決算額３，０８１万２，０００円、前年度比較では２，３０９万４，０００円の大

幅な増となりました。このうち個人版ふるさと納税の決算額は２，６７１万２，０００円

の御寄附をいただきました。重点項目として取り組ませていただいたふるさと納税の推進

につきましては、少しずつではございますけれども結果となって見えてきているのではと

いうふうに認識しているところでございます。 

 最後に、１７ページの町債についてでございます。町債の令和２年度の決算額は１１億
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１，３５２万３，０００円で、前年度比較６，１６５万２，０００円の増となりました。

町債につきましても、ページ内の借入れ等の一覧を記載させていただいておるところでご

ざいますけれども、主な増減につきまして若干触れさせていただきたいと思います。 

 まず、一番上段の緊急防災・減災事業債、いわゆる緊防債でございますが、令和２年度

の借入額は４９０万円でございました。総務課所管の地上式消火栓の整備事業、あるいは

消防可搬ポンプの更新等に充てた財源ということでございます。緊防債につきましては、

前年度、令和元年度は、デジタル防災行政無線の更新、これらがあったために多額の借入

れを行いました。前年度比較で申し上げますと２億４，０５０万円の減額となっておりま

す。 

 次に、表の中段には過疎債について記載をしております。過疎債につきましては、事故

繰り分、それから繰越明許分に加えまして、起前分というふうにありますが、この起前分

といいますのが、いわゆる令和２年度の現年分で翌年に繰り越すことなく事業を終了した

もの、これの財源を借り入れたもの、これが起前分という御理解をいただければというふ

うに思います。これらを全て足し上げますと、過疎債の総額は８億９，７３０万円となり

まして、前年度に比べまして３億２，４８０万円の増となりました。事故繰り分、あるい

は繰越明許分が借入額の増に影響したというふうに理解しているところでございます。 

 また、過疎地域自立促進特別事業債、いわゆるこれ、過疎のソフトの分についてでござ

います。これは発行限度額の上限であります８，１８０万円をフルに発行させていただき

ました。過疎のソフトにつきましては、近年全国的な配分不足の状況の中で、要望の満額

交付とならない状況が続いているところでございます。これにつきましては、国の地方債

計画の範囲内で配分が決まるという性質のものから、致し方ないというところはございま

すけれども、この不足する部分につきましては、特別交付税の要望を行う、あるいは、表

の下から２番目になりますけれども、臨時財政対策債、これは本来交付税の不足分を賄う

ための措置でございますけれども、臨時財政対策債を発行するなどして対応をしておると

ころでございます。全国的に厳しいという配分が続いているところを併せて御報告させて

いただきたいと思います。 

 最後に、減収補填債の５０８万５，０００円につきましては、これは令和２年度の国の

第３次補正予算の関連法案の成立によりまして特例的に認められた、いわゆる赤字補填債

ということになります。この減収補填債につきましては、普通交付税の決定後に基準財政

収入額と実際の地方税収入額に大幅な差が生じた場合に、その差額を精算するために特例
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措置として国から発行が認められるという起債でございます。御承知のとおり、コロナに

よる影響により特例的に認められたと。こちらにつきましても、先ほどの臨財債と同じく、

後に交付税算入されるものでございますけれども、国の発行限度額の満額を発行させてい

ただきました。 

 最後になりますけれども、午前中の本会議で坪倉議員から御質問いただきました、借入

先の資金区分の整理について若干お話をさせていただきたいと思います。 

 まず、令和２年度における臨財債、それから減収補填債につきましては、先ほどの附属

資料１７ページの一覧の一番右に記載させていただいておるところですけれども、令和２

年度につきましては、西部農協ではなくて財政融資資金で借入れを行いましたので御報告

をさせていただきます。臨財債につきましては、いわゆる昔は縁故債というような呼び方

で、坪倉議員のおっしゃるとおり、西部農協や、その他の町内の銀行から借入れを行って

いた経過があるというふうに理解をいたします。この地方債の借入れ区分、借入れの資金

区分につきましては、午前中、総務課長、答弁させていただきましたとおり、毎年４月に

国から地方債の借入同意基準、あるいは運用基準が示されます。その中で起債の種類ごと

に借入れの資金区分がもう既に定められております。表のうちに財政融資資金というもの

と地方公共団体金融機構資金、こちらは昔の、いわゆる旧公営企業金融公庫が今はこの地

方公共団体金融機構という名前になっていますけれども、この２つが、いわゆる政府の資

金、政府資金ということになります。この政府資金につきましては、世界的な金融政策の

中でおおむね３か月に一度くらいのペースで借入利率も変わりますし、これは市中銀行も

もちろんそうでありますが、午前中、坪倉議員がおっしゃられましたとおり、市中銀行に

比べては借入利率も非常に低金利になっておるところでございます。 

 令和２年度に本町が発行した起債の中で、政府資金が認められなかったものは、表の中

にあります災害復旧事業の事故繰り分に充てる起債分が１つあります。これは、それこそ

政府資金の国全体の計画額の中で、事故繰越の事業に充てる財源としては、いわゆる優先

順位は最後であるということで、全体的な要望の中で、パイが財政融資資金の要望に達し

た時点では市中銀行で発行しなさいというような整理の中で、事故繰越分につきましては

政府資金が認められなかったという経過があります。加えまして、表の一番上の上段、緊

防債につきましては、本来これ政府資金での借入れが認められているものなのですけれど

も、これも全国的な配分の中でオーバーして市中銀行から借入れを行った部分です。この

オーバーする部分につきましては、国から地方公共団体に通知があります。借入れの協議、
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予定額の中で、この金額は市中銀行で借りてくださいというような通知があります。そう

いった中での整理でございます。こういったことが全国どの団体でも多少なりとも出てく

ることがあるということでございますが、そういった場合につきましては、町内の金融機

関のほうで借入れを行う必要がありますから、借入れに対する利率の、その都度入札をさ

せていただきまして借入先を決定しているということになりますので、御報告を申し上げ

ます。 

 財政の運用上、やはり起債の借入れの利率は十分注意する必要がございます。そのとき

そのときの政府資金の、まずは利率をしっかり押さえた上で借入れを行うことが、これ大

原則ということで理解をしております。 

 最後に、午前中、西部農協における借入資金となる原資についての御質問がございまし

たが、これにつきましては、借入れの側の町としましては把握できる内容ではないという

ことで、大変申し訳ありませんが、回答は御容赦いただきますように御理解賜りたいと思

います。 

 以上、長くなりましたが、報告をさせていただきました。 

○荒木委員長 ただいま歳入について町債まで説明をしていただきましたが、ただいまの

報告について質疑はございますか。 

○荒木委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 地方譲与税の森林環境譲与税、これ、令和２年度が５，７００万余りとかな

り増えています。この譲与税の基準になる、いわゆる森林の面積が基準になると思います

けども、どのような算定基準なのか分かれば教えていただきたいと思うのですけども。 

 それから、前倒しで交付されている関係で漸次増えると思うんですけども、この譲与税

は。どういう傾向にあるのかということと併せてお聞かせ願いたいと思いますけど、特に

森林の町ですので。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 回答ができるかというところですけれども、算定方法につきましては、おっ

しゃるとおり森林の面積割ですとか、たしか人口割ですとか、そういったものを掛け合わ

せての計算だったと思います。示されたものがありますので、それは農林課のときにでも、

計算式の方法につきましては明示させていただきたいと思います。 

 この配分につきましては、今後も計画的な配分をされる中ではありますけれども、一応

令和６年度までの全国への配分の想定額は県からは示されています。ただ、令和２年度に
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つきましてもこの計画額とぴったり合った額ではなかったので、若干変わってくるのかも

しれません。それから、令和６年度以降には再度全国的な見直しを行う中で、この交付の

額が変わってくるようなことも情報としては入っておりますが。ちなみに令和２年、令和

３年については、今年、令和２年度と同じ額が入ってきますが、令和４年、５年につきま

しては、県の試算では約７，１５０万円、それから令和６年度以降については、これが８，

７００万円程度まで上がってくるような計画ではお聞きしております。ただ、確約するも

のではないということで御承知いただければと思います。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 先ほど本会議でもお聞きしましたけれども、会計年度任用職員になった分、

地方交付税の増額というところで、私のメモによると、令和２年度で１，８００万円、５

年後には３，８００万円の増ということで、ちょっとこれ正確な値かどうか分かりません

けれども、そんなに少なくない額だと思うのですけども、このくらいはちょっと識別不可

能ということなのでしょうか、交付税の中では。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 地方交付税の会計年度任用職員に係る給与分につきましては、これは結論か

ら申し上げますと、明確なこれだけという数値はございません。個別算定経費ですとか、

これは消防費から始まりまして、小学校費ですとか、中学校費ですとか、保健衛生費、公

債費まで及びますけれども、そのほかに包括算定経費として人口割でありますとか、面積

割でありますとか、こういったものがあります。こういった一覧としては財政需要額とい

うところでは明示がされるのですけれども、この会計年度任用職員に限る財源措置として

これだけですよと明示されるものはありません。ですので、数値としては、申し訳ありま

せんがお答えをできかねるというような状況でございます。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 それ、数値として分からなくて、先ほどの話だと、国からは特に増やしてい

るという言葉もなかったということは、結局日南町の場合に限り交付がなかったのか、あ

るいはうやむやなのか、どうなんですか。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 これは日南町に限って交付がなかったというわけではなく、どの団体も恐ら

く交付額として算出するのは難しいかなというふうに思っております。 

○荒木委員長 坪倉勝幸委員。 
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○坪倉委員 １点確認ですけども、減収補填債は７５％、交付税算入が今年度あるという

ことなんですけども、残りの２５％についても何らかの措置があるっていうことでしょう

か、先ほどの説明。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 御質問のとおり７５％の後の交付税算入でございます。この減収補填債につ

きましては、いわゆる基準財政収入額の中の標準税収入額の７５パーを見てるということ

で、残りの２５パーについては、これは財源措置はありません、基本的には。そういう整

理です。 

○荒木委員長 よろしいでしょうか。 

 それでは、主要施策の成果及び財産に関する調書に基づいて報告をいただきたいと思い

ます。あと、後々は調書だけというふうに言わせていただきますので、よろしくお願いし

ます。 

 では、２７ページから３３ページ上段、選挙費までの総務費の説明を求めます。 

 木下総務課長。 

○木下総務課長 この後は、調書に従いまして私のほうから最初の説明をさせていただき

ます。 

 まずは、全般、総務費の部分でございます。２７ページ、一般管理事務でございます。

令和２年度の決算額７億１，６７５万８０円ということで、前年度比較で４億４，３００

万ほどの大きな増額になっております。これにつきましては、先ほど歳入のほうの説明の

中でもありましたけども、コロナの関係での大きなものとしますと、定額給付金が４億４，

４００万、それと、いわゆる休業補償の関係の経費等が皆増になっておりますので大きく

膨らんでおるとこでございます。 

 そのほか、この一般管理事務のほうでは、総務課のほかの事業に属さないものを一本に

まとめて執行しております。主なものとしましては人件費、三役も含む人件費を持ってお

りますし、職員の研修費、町長交際費等を持っておりますほか、この事業の成果指標のほ

うで明記をしております項目について管理をしておるとこでございます。障がい者の支援

団体への作業委託、それからＬＥＤの防犯灯の設置助成、ふるさと納税の管理と併せまし

て、昨年度は新型コロナの関係での総務課部分の取扱いをしております。 

 上の表の中で不用額が２，１００万とたくさん出ております。こちらにつきましては、

例年、この事業が職員給与費を取り扱っております大本でございますので、若干の余裕を
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持ちながら執行させていただくということで、最終的に給与費が１，０００万ほどの不用

額が出ております。あわせまして、ふるさと納税が大きな目標を持って取り組ませていた

だいておりましたので、若干届かなかった部分について執行残が残っております。また、

職員研修の旅費あたりもコロナの関係で執行できておりません、そういったもの。または、

コロナ関係の事業での最終的な執行残が積み重なったものが２，０００万というふうな金

額となってございます。 

 ２７ページの中段以降につきましては、例年のとおり、職員の定員管理の状況、ラスパ

イレス指数の状況、職員研修の状況等を記載させていただいております。特に職員研修に

つきましては、見ていただいたとおり、コロナ禍の中で、なかなか職員研修もできづらい

状況がございました。特に中央研修あたりには出張命令ができなかったというふうなこと

もありまして、このような状況になってございます。 

 下段のほうのふるさと納税につきましては、令和２年度実績としまして、個人版につき

まして９３４件の２，６７１万２，０００円と、令和元年度と比較しますと大きく伸びて

おります。目標３，０００万でスタートしました令和２年度ですけども、目標には届きま

せんでしたが健闘したなというふうな気持ちでおるとこでございます。また、令和２年度

は、ふるさと納税の企業版にも新たに体制を組んで取り組んだとこでございます。マッチ

ングをしていただく業者と委託契約を結びながら取り組みましたが、初年度は、準備の期

間も含めてスタートが遅くなったということもあって十分な実績が出ておりません。３年

度以降、実績を求めてさらに推進をしていきたいというふうに課題を持っておるとこでご

ざいます。 

 執行内容につきましては、２８ページのほうに個々に書いてございますし、財源につき

ましては、先ほど収入のほうで川上室長のほうから説明をしておりますので割愛をさせて

いただいておりますが、それぞれの国庫の補助事業等を活用させていただいて財源調達を

しておるとこでございます。 

 続いて、２８ページの中段以降、職員健康福利厚生事業でございます。２年度の決算が

２２９万４，３８７円ということで、前年度４０万ほどの増額になっております。こちら

につきましても、不用額として１２０万という金額が上がっております。こちらにつきま

しては、いわゆる研修、こちらも健康管理の関係での研修がなかなかコロナ禍でできなか

ったということで講師謝金等が残ったもの、または、人間ドックあたりの実績が、健診を

受けられる方の比率が増えて、単価の安いほうに流れたというふうなこともあっての残余
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が出ておるところでございます。 

 職員健診なり人間ドックの状況につきましては、下の表に書いてございますとおり、令

和２年度も受診率は１００％を達成しております。あわせまして、ストレスチェックにつ

きましても全職員に参加していただいたとこでございます。あわせまして、令和元年から

取り組んでおります職員の健康づくり事業につきましても、２年目として取組をさせてい

ただきました。秋口に向けて、２か月間にわたって課ごとに対抗ということで、各課工夫

を凝らした健康づくりに取り組んでもらったとこでございます。十分な成果というふうな

ことはどうかというとこもありますけども、職員の健康に対する意識は高まったというふ

うなアンケート結果も出てございます。あわせまして、令和２年の１０月から産業カウン

セラーをお願いをして、職員のキャリア支援ということで、カウンセリングなり研修を実

施していただいておるとこでございます。御報告をしておきたいと思います。執行経費に

つきましては、見ていただいたとおりでございます。 

 続いて、２９ページ、文書管理事務でございます。令和２年度２９４万６，５８９円の

決算額でございます。元年度とほぼ同額でございます。２年度、特に変わった部分につき

ましては、従来の加除式図書の予算の一部を廃止しまして、その振替として検索システム、

ネットで法令検索できるシステム、コンシェルジュデスクというシステムですけども、こ

ちらを導入して、今どきの、いわゆる法制のチェックあたりを若い職員も含めてできる体

制を整えたということでございます。 

 続いて、下段でございます。財政管理事務、決算額が１億６６６万６，６７０円という

ことで、前年度比４，１００万ほどの減でございます。こちらにつきましては、財政の関

係で毎年一部書籍を需用費で買わせていただいているもののほかは、いわゆる年度末の積

立金です。平成３０年度の剰余金の２分の１を下らない額を最終的に年度末に１億６６０

万５，０００円、財調を取り崩させていただいて、公共のほうの基金に積立てをさせてい

ただいたところでございます。 

 続いて、３０ページ、町有財産整備管理事務でございます。決算額２，５３１万３，９

９８円ということで、前年度比３００万ほどの増額となっております。主な増額の部分に

つきましては、冒頭もお話をしました、公共施設の個別管理計画を外部委託して策定をし

ておるもの、また、あわせまして、公共用地の登記費用というふうな部分が伸びまして、

３００万ほどの増額となってております。それに対して不用額が６００万ほど上がってご

ざいます。こちらにつきましては、緊急修繕の費用につきまして、年度中途不足を見越し
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た補正もいただいておったとこでございますけども、年度末、最終的に３００万近くを使

わずに済んだというふうなことで残余しておりますし、登記代金につきましても、実績で

２００万少しばかり余ったということで不用額を出しておるとこでございます。事業の内

容としましては、特に２年度については町有財産の処分なりというふうなことはしておら

ないとこでございますけども、公共施設の個別施設計画を策定、樹立をしたということで

御理解いただきますようにお願いをいたします。そのほか、執行経費の中にありますとお

り、町内総務課管理の各施設の管理費について、見ていただいたとおり適正な管理を目指

してやっておるとこでございます。 

 続きまして、３１ページ、上段、庁舎管理事務でございます。決算額３，００２万４１

７円ということで、前年度比７００万ほどの増額となっております。主な増額理由は、本

年度、令和３年度に取り組んでおります庁舎の空調の工事の設計につきまして、２年度で

実施をさせていただきました、６１０万ほどの予算でございます。あわせまして、コロナ

の対策事業として、分散勤務のための電話機を購入、２００万ほど執行しております。そ

ういったもので増えておるとこでございます。内容につきましては、通常の庁舎管理に必

要なそれぞれの経費と併せまして、空調の工事の設計委託なり、備品購入として、分散勤

務に必要な備品の購入を行っております。 

 続いて、下段、庁用自動車管理事務です。４８３万９，４５１円と、４５０万ほどの大

きな減になっておりますけども、令和２年度につきましては公用車の更新がございません

でした。元年度は２台更新をしておりますけども、その部分が減となっております。不用

額も１５０万ほど出しておりますが、こちらにつきましては、いわゆるこちらもコロナ禍

での出張減等がありまして、燃料費等を使わなくて済んでおるというふうなことでの最終

残でございます。 

 ３２ページ、交通安全対策事業でございます。１４８万９，１２８円の決算でございま

す。こちらにつきましては、例年どおり交通安全運動、または、交通安全指導員にいろい

ろとお世話になりまして、交通安全の施策を進めておるとこでございます。あわせまして、

令和元年度から、ドライブレコーダーなりの助成事業を実施しております。ドライブレコ

ーダーの補助は、２年度２２件ということで実績が上がっております。なお、令和２年度

をもって、この事業は終了をさせていただいておるとこでございます。 

 下段につきましては自衛官の募集事務でございます。こちらにつきましては、例年どお

り２万円国の委託金を受けまして、募集に係る事務を協力しておるとこでございます。 
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 ３３ページ、上段、選挙管理委員会一般事務でございます。こちらにつきましては、決

算額１０万２，５００円ということで、ほぼ例年どおりの執行となっております。選挙管

理委員会、定時登録に係る年間４回の委員会、そして、明るい選挙推進の委員さん１１名

をお願いして活動を行っておるとこでございます。こちらも半分近く不用額が出ておりま

すが、実際、明るい選挙の推進協議会も、コロナの関係で研修会あたりができなくて十分

な活動ができていないというのが実態でございました。 

 以上、総務費につきまして、一括説明を終わらせていただきます。 

○荒木委員長 ただいま総務費について説明をしていただきましたが、審査におきまして

は事業ごとに行いますので、まず、２７ページ、一般管理事務から行いたいと思います。 

 一般管理事務について、質疑がございますか。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 ふるさと納税の企業版１件、それで、決算が終わって、先ほど課長言われた、

最初だから１件ということなんですけども、日南町はＣＳＲ等々、企業のＣＳＲ活動とか、

いろんな企業との連携もあったりして、今後、増える可能性があるのかどうか、いかがで

しょうか。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 企業版のふるさと納税につきましては、令和２年度、１件の１０万円という

ことにとどまりました。課長説明のとおり、きっかけをつくって体制を整備したというと

ころではございました。令和３年度につきまして、現予算の話になりますけれども、ちょ

うど昨日も企業版ふるさと納税については、コーディネーターでありますカルティブあた

りとウェブ会議を行ったりをしております。その中で、これまでも一般質問等いただきま

した際にも御返答させていただきましたが、いつでも寄附の可能性を信じてマッチングを

行っているところでございます。当然、令和３年度につきましても、ここを何とか寄附を

獲得して、ロードマップにおける１億円を目指していくということに変わりはありません。

よろしくお願いします。 

○荒木委員長 先に申し上げておきますが、指名の順番が前後する場合がございます。今

回、一度にたくさん来ましたので、よろしくお願いします。 

 近藤仁志委員。 

○近藤委員 ふるさと納税のことですけど、大変進捗したという、伸びたということであ

りがたいことですけど、この中の返礼品の増加ということで、８９品目増えたというのが
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ありますが、これ、前、一般質問にしたときに、鳥取県西部地区全域の広域のふるさと納

税品目というものが活用できるようになって、効果があったではないかという答弁をいた

だいたわけですけど、町内品目、町内産品の品目の中で返礼品が何品ぐらい伸びたのか。

８９品目が全部日南町ではないと思うような気がするわけなんですが、その点どうでしょ

う。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 結論を申し上げます。令和２年度に８９品目、おっしゃっていただいたとお

り増えました。このうち町内産が５１品目、町外産が３８品目でございます。令和２年度

の決算時点では、返礼品の総数でございますけれども、１５９品目あります。そのうち町

内が１２１品、町外産は３８品ということでございます。おっしゃられましたとおり、こ

の３８品というのは、いわゆる大山ブランド会、西部返礼品共通の部分でございます。た

だし、総数が増えたというところは、町内産のほうが実は多く増えているというところで、

御理解をいただければと思います。 

○荒木委員長 近藤委員。 

○近藤委員 増えた品目の傾向として、どういうものが増えて、どういうものが返礼品と

して求められる傾向にあったかということを、ちょっとお伺いしたいと思います。 

 それと、次です、コーディネート契約、業務契約がされておりますけど、これの内容と、

それから、いわゆる成果についてお聞きいたします。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 まず、前段の御質問でございます。町内産で新たにどういった品目が増えて

人気があったかというところでございますが、まず、先ほど御説明しました５１品目、町

内産が増えたというところですけれども、これは過去からニーズを調査しまして、例えば

同じ品目であっても、３か月連続お届け、あるいは６か月連続お届け、こういった継続し

て送ってほしいというような要望もあった中で、同じ品目ですけれども、例えばお米を３

か月送り続ける、あるいは６か月送り続ける、こういったものをそれぞれ１品としてカウ

ントしています。ですから、例えばお米の中でも、２品、３品と増の品につながったとい

うのもあるということを、まず御理解をいただきたいと思います。令和２年度に、町内産

で非常に人気の高かったものでございますけれども、いわゆるジビエの需要というところ

で、イノシシ肉でありますとか、あとは、地域の生産組合さんのジャムですとか、お酢、

こういったもの、それから、正月用のお餅が増えてきたなと、言わずもがなですけれども、
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過去からお米ですとかトマトについては人気があるという整理をさせていただきたいとい

うふうに思います。 

 それから、御質問の件、コーディネーター役としてふるさと納税のコーディネートをい

ただいとるのが、契約しておりますので名称出しますけれども、レッドホースコーポレー

ションというところでございます。これには、いわゆる町内事業者を巡っていただいたり、

新たにふるさと納税に参入したい、事業所として参入されたいと要望があれば、当然、伺

ってお話もさせていただいて、こういう商品を出したいという御要望にもお応えもできま

すし、さらには、こちらから事業所に対して、ふるさと納税に参画されませんかというよ

うなコーディネーターをさせていただくのが主なお仕事というところでございます。さら

には、ポータルサイト、受付チャンネルに出していくに当たって、そのウェブデザインで

すとか、こういったところの、権限は当然うちにあるんですけれども、こういったサポー

トをしていただいとるというところでございます。ですから、今回、新たに加わった事業

所も、このコーディネーター役にお世話になって、実際に掲載できたというところもある

というふうに御理解いただきたいと思います。 

○荒木委員長 近藤仁志委員。 

○近藤委員 企業版ふるさと納税のほうですね、これ、自分、大変注目しとるわけなんで

すけど、なかなかメニューの策定が遅れたり、年間の、こういった関係で、そこの課題に

書いてありますけど、企業が寄附したいと思える事業の組立て、見せ方の工夫というのが

課題として載っとるわけですけど、こういったのをコーディネート業務契約という形で、

コーディネーターのほうと相談するというような取組をされているんではないかと、でき

たというようなことが、強化を図ったと書いてありますが、どういう形で、その内容につ

いて、お伺いいたします。 

○荒木委員長 川上室長。 

○川上室長 失礼しました。先ほどの私の答弁は、個人版ふるさと納税のコーディネータ

ー役としてのお話をさせていただきました。一方で、企業版ふるさと納税のコーディネー

ター役は、カルティブというところで契約をしています。そのプラットフォームで、申込

みのサイトであるのがｒｉｖｅｒというところでございますが、ここに、決算に明記させ

ていただきました、企業が寄附をしたいと思える事業組立てというところには、まず、最

近では、やはりＳＤＧｓ事業というのを、企業のほうにもかなり浸透してきておりますし、

持続可能な部分で、町の総合戦略を基にした事業の内容が一つあると思いますし、それか
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ら、もう一つ大きなものとして地域貢献ということを、先ほど委員からも御質問いただき

ましたけども、ＣＳＲ活動、こういったところについても、要望としてはあるというとこ

ろであります。そういったところを、じゃあ、今現在、令和３年度の予算、総合戦略とか

総合計画に位置づけているこの事業の中の、こういった部分を見せていきましょうという

のを一緒になって話をさせていただく、これがカルティブであり、コーディネーター役、

それを企業につないでいただく、こういう役を担っていただいておるということです。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 確認です。障がい者の方の雇用について、総務省の資料によると、日南町、

実雇用率が３．０３％ということになってまして、正職員の数が１７４人ということから

考えると約５人で、会計年度も含めると３００人ぐらいになるんですかね、そうすると９

人。実際、そのくらいの方の障がい者を雇用されてるという、そういう理解でよろしいん

でしょうか。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 障がい者雇用につきましては、昨年度までの雇用につきましては、おっし

ゃられたような状態でございます。障がい者雇用の雇用率でございますけども、障がい者

の方の障がいの等級または内容によって、カウントの率が若干変わってまいります。した

がいまして、先ほどおっしゃられました人数とは若干異なるということで、御理解をいた

だければというふうに思います。 

○荒木委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 基金管理のとこで聞ければいいんですけども、総務課、基金管理ないんで、

ここで聞きますが、いわゆる用品調達基金、従来から基金を持って消耗品などを一括購入

して、コスト削減に資するというような目的でつくっておられます。基金状況は調書に書

いてあるとおりですけども、２年度においては３，０２０円だけ、その基金から一般会計

で買入れをされております。この基金の取組状況について、あるいはその考え方について、

説明をいただきたいと思います。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 実際、この基金運用自体、総務課が主管で主にやっているわけではない

わけでございますけども、従来、基金の必要性あたりは監査委員からも御指摘をいただい

て、その時点でこの用品管理基金につきましても御指摘をいただいたとこでございます。

現実を言いますと、今現在、実際、基金を活用しての運用をしてるのは、いわゆる公図の
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出し入れ、基金を使って公図を作って、それを払い出しながら販売をしていくっていうふ

うなところあたりしか、実際、使っておりません。その関係で、今後、見直しの必要性が

あるんではないかということで、課題にはしておるとこでございます。おっしゃられたよ

うに、所期の目的であります、いわゆる効率的な物品の購入、または、予算のいとまがな

い部分での用品の購入あたりにつきまして運用していくべきではありますけども、時代的

に、今、そういう活用がなかなか十分にできないような現状がありますので、今後、運用、

この在り方については、検討が必要な部分の基金だというふうには思っております。 

○荒木委員長 ないようでしたら、２８ページ、行きたいと思いますが、よろしいでしょ

うか。（「はい」と呼ぶ者あり） 

（「訂正を」と呼ぶ者あり）訂正。 

 木下総務課長。 

○木下総務課長 今、用品管理の中で、実際行っております公図と申しましたけども、い

わゆる白地図、町の白地図、こちらの取扱いでございます。失礼しました。 

○荒木委員長 では、２８ページ、職員健康福利厚生事業について、質疑がございますか。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 町民の方からよく職員の休職のこと聞かれるんですけども、健康の問題です

から、なかなか、どういいますか、人の体はやっぱり健康は第一でありますけども、なか

なか難しい部分もありますし、ここにストレスチェックですとか、職場の安全確保と職員

の健康管理に努めた、また、メンタルヘルス対策としてとあります。どのような思いで職

員の健康を、管理といいますか、見ておられるのでしょうか。もう少しいいますと、例え

ばここで、健康診断を受けたり、ドックは１００％されてますけども、ただ、それが健康

診断を受けたりドックをすれば全てオーケーというものではないし、少し前からずっと推

移として職員が休職されてることは少しあると思うのですけども、それがこのメンタルヘ

ルスとかドック、健康診断を受けてそれが減っていくのか、それともそんなに変わらない

のか、効果といいますか、今後に向けてといいますか、その辺、ちょっとこの結果からで

は判断できないかもしれないんですが、少しちょっとお聞きしたいと思うんですが。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 職員の健康管理につきまして、先ほどおっしゃられました健診ですとかス

トレスチェックにつきましては、病気になられる前の事前の確認というようなところでの

取組でございます。その取組によって、それぞれ個人の職員の皆さんの健康状態、自分自
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身の健康状態を把握していただくというのが、まず、この前段の内容でございます。その

後、こういった確認等を行った後におきましても、いろいろ疾病、または、いろいろな要

因によりまして休まれるケースもございます。そういった方々につきましての対応につい

ては、毎月、健康管理等、または、その他につきましての衛生委員会を開催しております。

その中で、職員の健康管理についてのいろいろな協議なり、または、病気になられた後の、

復帰された後のフォローアップなど、衛生委員会の中で協議をしながら、職員の復帰に努

めるように対策等を講じておるところでございます。 

○荒木委員長 そのほかございますか。 

 それでは、２９ページ、上段、文書管理事務について、質疑はございますか。（「な

し」と呼ぶ者あり） 

 下段、財政管理事務について、ございますか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 では、次の３０ページ、町有財産整備管理事務について、ございますか。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これも確認なんですけども、今度、観光協会が入る、今まで一歩があったと

ころなんですけども、あれは町有財産ではないんですか。町有財産なんですか、確認です

が。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 はい、駅舎につきましては町有財産になっております。商工会、ＴＭＯ

がお持ちの部分と、駅舎本体から無料休憩所辺りにかけての棟は町有財産でございます。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 計画の中に入ってましたっけ。管理計画の中に入ってましたか。 

○荒木委員長 では、ちょっと、先に近藤仁志委員、質問があれば。 

○近藤委員 それでは、ちょっと確認というかあれですが、町有地及び不用物品の整理、

売却を推進するという目的の下で、決算いうか、年度を終えておられますが、今年度のこ

の内容についての実績を、お伺いいたします。 

○荒木委員長 それでは、分かるほうから、確認できたほうからお答えいただきたいので

すが。 

 坪倉参事。 

○坪倉参事 岡本委員の質問ですが、生山の駅舎ですが、名称をクローバ（地域間交流施

設）ということで、当初、愛称をつけております。個別施設計画では、第８節のところに
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載っております。 

○荒木委員長 よろしいですか。 

 坪倉参事。 

○坪倉参事 土地の売却としては、県道新見多里線の融雪工事用地として１万２，０００

円、売払いの収入を得ております。 

○荒木委員長 それでは、次に行きます。３１ページ、庁舎管理事務について、質疑がご

ざいますか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 では、下段、庁用自動車管理事務について、ございますか。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 バスを保有されておるんですけども、それで、おとどしだったと思うんです

が、私たち、関西町人会に行くときにバスで乗せていってもらったんですけども、大きい

バスは非常に不安だと、いつちょっとどうなるか分からないというようなことを言われて、

小さいバスにぎゅうぎゅうで乗っていったですね。その大きいバスは修理をされるのか、

そのバスは今どうなってるんでしょうか。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 総務課のほうで管理していますバス２台でございますけども、現在、幼稚

園、小学校等によります町内でのいろいろな活動の中で送迎等を行っておりますので、現

状のところ、支障なく運転をしとる状況だというふうに認識しております。 

○荒木委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 そしたら、それは、修理をされたということなんでしょうか。運転士さんに

よれば、その大きいバスは長距離はちょっと不安要素があるので、小さい青いようなバス、

大きいクリーム色のバスはちょっと不安要素があるので、小さい青いようなバスで大阪ま

で行ったんですね。そのバスが今後どうされるのか、修理されるのか、買い換えられるの

かっていうのは、今、コロナ禍ですから、なかなか長距離の出張はありませんのでそんな

に不便性はないんですけども、それが少し、今後に当たってちょっと気になるところでは

あるんですが。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 先ほど総務室長のほうがお答えしましたとおり、今、２台を、何とか修

理をしながら運用しておるというとこでございます。おっしゃるとおり、大型のほう、若

干、年数も古いわけで、長距離に出るのが心配だというふうな、運転士さんの立場でいう
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とそうなのかもしれません。ただ、車検も受けておりますし、安全に乗れるということで

の町有バスとしての管理はしております。ただ、将来に向けて、本当に２台保有をしてい

くのかどうかも含めて、今度の更新の時期には、行革であるとか、そういった視点でも検

討が必要な部分であるというふうには認識をしております。 

○荒木委員長 では、３２ページ、上段、交通安全対策事業について、質疑がございます

か。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 では、下段、自衛官募集事務について、ございますか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 続いて、３３ページ、上段、選挙管理委員会一般事務について、ありますか。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 裁判員候補者及び検察審査員候補者の選定を行ったということで、これ、ど

ういう方法で町内で何人選ばれるのか、教えてください。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 こちらにつきましては、年１回、候補者についての選定を行います。選

定の仕方につきましては、年４回行っております選挙管理委員会の中で、管理委員さんが

くじを引かれるような形で候補者を選定をしていくというふうな流れになっております。

ちょっと人数については定かに覚えておりませんけども、いわゆる委員会のほうから要望

のありました、要求のありました人数について、くじをもって順番に決めていくというふ

うな流れになっております。複数人の候補者を選ぶということでございます。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 それで複数人を選んで、その方が、ここの場所的にいうと、裁判員の場合に

は鳥取地裁、検察審査員の場合には米子検察審査会になるんですかね、そこでの、裁判員

と検察審査員のそのもの、候補者になってくるということなんですかね。それ以上の絞り

込みとかをせずに、そのままということの理解でいいんでしょうか。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 いわゆる選挙人名簿の中から、一定の比率で各町から候補者が抽出をさ

れて、集まった段階でその中から候補者を今度、その選定の仕方については私どもでは分

かりませんけども、候補者名簿から選んでいかれるというふうな流れになってくると思い

ます。 

○荒木委員長 それでは、下段の人権擁護事業から、４０ページの公債費まで、民生費、

消防費等、説明をお願いします。 
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 木下総務課長。 

○木下総務課長 続きまして、３３ページ、下段になります、人権擁護事業でございます。

決算額１６万９，９００円ということで、前年同様の取組となっております。こちらにつ

きましては、いずれも法務省の委嘱を受けられた人権擁護委員さん、保護司さん、それぞ

れの活動を、町サイドとしての支援をしていくということでの事業でございます。事業内

容、執行経費につきましては、見ていただいたとおり、例年どおりでございます。 

 ３４ページ、上段、人権施策推進事業です。決算額１，０４４万９，６２７円というこ

とで、昨年度より若干減っておるとこでございます。こちらにつきましては、いわゆる人

権施策の本体事業でございます。指標の中の表にも書いてございますけども、令和２年度、

コロナ禍の中で、いわゆる人、皆さんに寄っていただいて行う研修なり、そういった事業

がほぼほぼできにくい状況であったということが、見ていただければというふうに思って

おります。研究集会が中止となっておりますし、職場研修につきましても、従来は文化セ

ンターに一堂で集まっていただき、集団研修という形が取れませんで、事業所ごと、また

は小規模な研修会という形での実施、また、小地域懇談会につきましても、実施の判断に

つきましては各自治会のほうに委ねさせていただいて、開催については、していただける

というふうな判断をいただければ出かけていっております。実績としては３３自治会中２

２自治会ということで、積極的に開催をいただいたものというふう考えております。その

ほか、人権に係る各種研修会なり集会も、ほとんどが中止となったものでございます。 

 そういった形で、事業執行も十分にできておらないというふうな状況ではございました

けども、その中で、人権センターのほう、いろいろ工夫をしていただいて、人権コラムの

ホームページの掲載であるとか、町内各所へのポスターの掲示、また、小規模な職場での

研修に細かく足を運んでおります。人権センターの職員が自ら動いて回った１年ではなか

ったかなというふうに思っております。そのほか、この事業の中で、館長、それから人権

教育サポーターの人件費あたりを見させていただいております。なお、特定財源として、

県の隣保館の運営補助交付金ということで一部を補助していただいて、運用をしておると

こでございます。また、町の男女共同参画推進委員会につきましても、記載をさせており

ますとおり、このコロナ禍の中で、なかなか会議が持てなかったというのが実情でござい

ます。御報告をさせていただきます。 

 続いて、めくりまして、３５ページ、人権センター管理運営事業でございます。決算額

５２４万８０８円でございます。前年度から若干、５０万ほど減額をしておりますけども、
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元年度は、人権センターの畳の大広間をフローリング化を一部しました。そういったハー

ド事業が２年度はございませんので、若干減ってございます。内容につきましては、人権

センターの生活相談員さん、それと指導員さん、それぞれの人件費でございます。そのほ

か、年間通じて、ふれあい人権講座につきましては、コロナ禍の中ではありましたけども、

１０回ということで、ほぼほぼ毎月開催をしておるとこでございます。また、ふれあい文

化祭につきましては、実行委員会のほうを開いていただいて、昨年は中止ということで決

めていただいておるとこでございます。経費につきましては御覧のとおり。特定財源につ

きましては、人権施策と同様、県の隣保館の運営費の補助金を一部活用させていただいて

おるとこでございます。 

 ３６ページ、非常備消防管理運営事務でございます。決算額１，３８８万３，６５３円

ということで、４５０万円ばかしの減額の決算となっております。前々年度との主な変更

部分につきましては、元年度には備品購入として、公設消防の防火衣を購入させていただ

いたものであったりしておりますけども、その辺が落ちております部分。また、不用額と

して２７０万円、多額が上がっておりますけども、こちらにつきましては、コロナ禍の中

で操法大会が中止になっております。それから、各種訓練につきましても中止を決められ

たというふうなこともございまして、執行できなかった予算があるということで御理解を

いただければというふうに思います。消防団員の出場状況等につきまして、前年度比較で

記入をさせていただいております。昨年度も火災が少ない年でありました。草火災が１件

ということで、３３人の出動となっております。また、訓練なり操法なりというところが

極端に数が少ない状況が、コロナ禍での実態でございました。事業の成果のほうにも書い

ておりますけども、もろもろの演習、操法大会、中止となってございます。執行経費、見

ていただいたとおりでございます。 

 続いて、３７ページ、消防施設整備管理事業でございます。９，０６４万９，３０５円

ということで、元年度比で２，９００万ほどの減額となっております。元年度は、日南病

院の貯水槽の整備１，３００万ほどですし、広域の負担金が、元年度比で１，６００万ぐ

らいの減となっております。そういったものを含めて、約３，０００万円の決算減となっ

ております。執行残額２００万につきましては、可搬ポンプの修理等の枠取りで予算いた

だいているものが思わず少なかったというふうなこともありまして、不用額を残しておる

とこでございます。消防機械の管理状況につきましては、見ていただいたとおり、消防車

８台、可搬ポンプが４６台ということで、２台増えた形にはなっておりますけども、昨年
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度、ふるさと祭りの実施の中での競売処分ができておりませんので、留保しております。

更新分を留保をそのまましておるというふうなことでの台数でございます。そのほか、自

衛消防の施設整備事業ということで、補助金活用を４件ほどしていただいておるとこでご

ざいます。昨年度は、可搬ポンプ２台の更新、上に書いてございますとおりの更新、それ

から消火栓の更新ということで、萩原地区の２基の更新を行ったとこでございます。その

ほか、消防の設備に関する費用の補助事業を執行をしておるとこでございます。経費につ

いては、見ていただいたとおりでございます。なお、特定財源のほうに書いておりますけ

ども、可搬ポンプの更新なり、消火栓の更新につきましては、緊防債を活用させていただ

いております。 

 続いて、３８ページ、防災対策事業でございます。決算額４，２４０万３，８７６円と

いうことで、元年度比で２億以上の減額となります。こちらにつきましては、元年度で完

了しましたデジタル無線の事業分が皆減になっております。そういったものが主な要因で

ございます。こちらのほうも、不用額として５００万ほど余らせておるとこでございます

けども、こちらにつきましては、コロナ関連事業での資材購入の最終精査で残余したもの

であったり、同じく、サーモカメラを整備しておりますけども、こちらの執行残等が積み

重なったものになります。 

 防災対策の状況ということで記載をしておりますけども、昨年度は、水防活動、延べ団

員９人ということで、比較的災害の少なかった穏やかな年ではなかったかなというふうに

思っています。また、あわせまして、避難所整備の補助金が１０件ということで、例年ど

おり活用をしていただいておりますし、防災士の資格取得が、昨年度９名の実績がござい

ます。こちらにつきましては、昨年度に限ってではございますけども、公設消防団員の皆

さんにぜひ防災士の資格をということで、消防団のほうで協議いたしまして、９名の方に

取っていただいたとこでございます。やはり地域に一人でも多く取っていただくことで次

につながるものということで、率先して消防団の皆さんに取っていただきました。 

 事業の内容につきましては書いてあるとおりでございますけども、防災会議の実施であ

りますとか、また、総務課におります防災専門員の方にも、年間通じて地域に出かけてい

って、防災の意識向上を目的に講演等をしていただいております。年間２６会場、回って

いただいておるとこです。避難所の改修事業につきましても、３分の２の助成を１０施設、

それから、除雪機の購入費用の１０分の１０の補助事業につきましても、６自治会に取り

組んでいただいておるとこです。こちらにつきましては３か年事業ということで、今年度、
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３年度が最終年度になっております。幅広く各自治会にはお声をかけて、できるだけ取り

組んでいただけるようなお願いをしておるとこです。それと併せまして、コロナの交付金

事業を活用させていただいた、集会所への空調設備の設置助成、こちらにつきましても２

５施設と、大変たくさん活用をいただいた実績が出ております。そのほか、水防訓練であ

りますとかについては、コロナ関連での中止、それから、総合防災訓練につきましては実

施に向けて準備をしておりましたが、台風の、ちょうど当日接近ということで中止として

おるとこでございます。執行経費のほう見ていただいたとおりでございますけども、昨年

度は、備品購入費としましてステンレス給水タンクを購入をしておりますし、防災の観点

での感染症対策の備品も購入をさせていただいております。いずれもコロナの交付金を使

わせていただいた購入となっております。 

 続きまして、３９ページ、単独災害緊急対策事業でございます。決算額はゼロというこ

とで、昨年度、本事業を活用しての災害復旧事業は実施をしてございません。 

 続いて、４０ページ、最後のページになります。公債費の償還事務、それぞれ元金と利

子部分でございます。一覧にしておりますとおり、元金につきましては、令和２年度、６

億８，６４５万１，５７６円の執行ということで、こちらのほうは元金償還は約１億円の

増加となっております。一方、利子のほうですけども、決算額１，３０９万５，５８７円

ということで、４００万ほどの減額となっております。こちらにつきましては、借入れの

金利の見直し等も実施をした関係がありまして、利子が４００万ばかり減っておるという

ふうな状況でございます。表の中に、各起債のメニューごとの残額なり、２年度末の残高、

それと、表の一番右には交付税の算入見込みということで、各メニューごとの交付税算入

の率を記載をしておりますので、御参考にいただければというふうに思っております。 

 以上、説明を終わります。 

○荒木委員長 ありがとうございます。 

 個別の審査に入りたいと思いますけど、ここで、暫時休憩を取りたいと思います。再開

は５０分といたします。 

〔休  憩〕 

○荒木委員長 それでは、休憩前に引き続き、審査を再開いたします。 

 ３３ページ、下段、人権擁護事業について、質疑がございますか。（「なし」と呼ぶ者

あり） 

 ３４ページ、人権施策推進事業について、ございますか。（「なし」と呼ぶ者あり） 
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 ３５ページ、人権センター管理運営事業について、ございますか。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 また同じことをお聞きして申し訳ないですけども、目として同和対策費とい

う名称を使うのは、これやっぱり、当事者の方たちの御希望という理解でよろしいんでし

ょうか。 

○荒木委員長 弓場館長。 

○弓場人権センター館長 前回も同和という言葉を使っていくのかどうかっていう話をい

ただいていて、今、御質問の、当事者といいますか、いわゆる地区の方の御要望でという

ことではないです。当初、同和対策事業等が始まったときにはそういう事業名も国として

ありましたし、その継続のままというところがあります。実際、今、隣保館について運営

補助金を県からいただいておりますが、県のほうの費目でも、恐らくこの同和対策費とい

う言い方は残ってるのではないかというふうに思います。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 そうですか。ただ、ちょっと、それだけを聞いてしまうと、行政が何となく

引きずってるだけなのかなという感じがしまして。今、実際問題として、人権問題全般に

対したことを、人権センター、もちろん扱っとられるということなので、その中で、単に

歴史的経緯だけでこういうことをつくるのは、本当に当事者の方のためにもいいのかな、

どうなのかな、そろそろ考え直す時期ということもあるのかなと思うんですけれども、い

かがでしょうか。 

○荒木委員長 弓場館長。 

○弓場人権センター館長 改めて当町の地区の方と、こういう件について、この言葉につ

いて論議はしたことはございません、私になってから。いつも申し上げるとおり、日南町

政として部落問題について取り組み続けようという思いは、前町長にも強くあった関係も

ありまして、その思いを今の町長も引き継いでおります。その関係で、ある意味、部落問

題の解決を目指した同和という表現、それを引き続き使ってるというのが正直なところで

ございます。本町ではこうですけれども、全国的な被差別部落解放の運動というのは続い

ておりますので、そういう動向の中では、やはり同和という言葉は使われていたり、特に

重みを置かれるというところもあるかもしれないというふうには感じております。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 もちろん、民間の団体の方とか、民間で運動されてる方がそういう言葉を使
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うというのは、それはもちろん自由ですし、当然。ただ、行政という立場として、本当に、

やっぱり歴史的経緯もあるので、それで同和問題の当事者の方たちが非常にひどい目に遭

ってきたということもありますし、現在でもそれが続いてるというのは私もお話を聞くの

で、やっぱりそのことを忘れないために残してほしいということなら理解しなければいけ

ないかなと思うんですけれども、ちょっとその辺り、検討の余地があるのかなと思って申

し上げましたが、どうでしょうか。 

○荒木委員長 弓場館長。 

○弓場人権センター館長 以前にもお話をしましたけれども、やはり言葉というのは、長

く使ってる間にいろんな色がついてまいります。現時点で見たときに、この言葉を使うこ

とで差別部落の方、いわゆる地区の方に暗いイメージを再び感じさせてしまうとか、ある

いは周囲の方がそう感じてしまうとかっていう側面もあると思います。ただ、逆に言えば、

でも、議員おっしゃるとおり、過去の歴史や取組の歴史を言葉として残しておくっていう

ことも一方で必要だろうという両面性があるように思っていて、私自身の中ではまだ結論

がなくて、行政的な言い方で言えば、今、人権センターといっておりますけども、あの建

物は隣保館として兼ねてやっております。やっぱり隣保館というのは同和対策事業として

建てていて、そういう部落差別の解消に向けた拠点としての位置づけというのが当初から

あって、今でもそれは失われてないというふうに思っておりますので、そういった意味も

込めて、今のところ担当者としても、これを今、変えてしまうかというところには、思い

が至ってないというのが正直なところでございます。 

○荒木委員長 近藤仁志委員。 

○近藤委員 ちょっとお伺いします。この特定財源の内訳で、当初予算が５２０万ほどの

隣保館の補助金ですかね、それが２５３万６，０００円と減っております。全体の予算決

算の金額はそんなに変わっていないのに、対象経費の４分の３という形で半分にこの特定

財源が減っとるというのは、どういった事業、対象経費が変わっているのか、その辺、ち

ょっとお知らせ願いたいと思います。 

○荒木委員長 弓場館長。 

○弓場人権センター館長 すみません、当初予算の計上、ちょっと今、確認ができません

けれども、この補助金については、基本的に算定の基準額というのを県が決めてきており

まして、その４分の３というところで、その受入れの皿として、うちが２事業に振り分け

ております。人権施策推進事業のほうの下段に書いておりますが、こちらのほうに１００
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万ばかり振り分けておりまして、人権センターの管理事業費のほうに４１１万９，０００

円ということで財源を振り分けております。合計額は、ここしばらく国なり県なりが示し

てくるそもそもの基準額が変わらないので、数年来同じその基準額に対する４分の３とい

うことで、五百何万が財源になってるということでございます。 

○荒木委員長 近藤仁志委員。 

○近藤委員 そういうことなら、多分、当初予算の経費が、この３５ページの人権センタ

ー管理運営事務と、３４ページの人権施策推進事業の隣保館のある、足した数字が予算の

中では人権センター管理運営事業のほうにどうも乗ってるようですので、もう当初から分

かっているわけですので、そういう具合な振り分けのほうをするほうが適当と思います。 

○荒木委員長 弓場館長。 

○弓場人権センター館長 御指摘のとおりでした。当初、一括して計上していたんですけ

ども、実態として対象経費を２事業にうちは振り分けておりました。なので、当初、一括

して全額を１事業に計上していること自体が私の間違いでございます。申し訳ありません

でした。 

○荒木委員長 そのほかございますか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 では、３６ページ、非常備消防管理運営事務について、ございますか。（「なし」と呼

ぶ者あり） 

 ３７ページ、消防施設整備管理事務について、ございますか。 

 大西保委員。 

○大西委員 工事請負費の消火栓の更新工事は、予算では３基分で実績が２基なんですね。

これ、大体が順番待ちでやっておると思うんですが、大体、年３台ぐらいを枠取られてと

いうことですが、なぜ１台されなかったの、何か理由があるんでしょうか。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 委員御指摘の消防の消火栓の工事でございます。当初は３基の３００万を

予算計上させていただいておりましたけども、実績は２基でございます。もう１基できな

かったかという事情でございますけども、消火栓の更新工事につきましては、優先順位を

つけながら、可能なところを調べながら更新工事を進めております。その中で、１基、当

初予定しておりました箇所については、消火栓の取付けに関して若干調整が必要であると

いうこともありましたので、１基準備ができなかったということもありますし、もう一つ、

事情としましては、これも以前ちょっと御指摘があったかと思いますけども、若干、工事
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の関係での、町内業者さんでの調整が十分にできなかったということで、業者さんのほう

から、なかなか準備等が間に合わないということで、もう１基、なかなか対応ができなか

ったという事情があるということでございます。 

○荒木委員長 大西保委員。 

○大西委員 具体的にここに地区名は出てますが、あえてそこまで言うとあれなんで。そ

の１台が取り付けられなかったのは、同じ周辺の地区なんでしょうか、もう全く違う地区

やったんでしょうか。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 今回、実績は２基、同じ地区でございますけども、もう１基の地区につき

ましては別の地域を予定をしておりましたが、その地域につきましては、先ほど説明した

とおり、工事の発注の準備ですとか、また、消火栓の設置の調整不足等によりまして、も

う１基、工事のほうが進めなかったということでなったということで御理解いただければ

と思います。 

○荒木委員長 大西保委員。 

○大西委員 ということで、その１基できなかった分は令和３年度にはされるんでしょう

か。そこには、もう、これ、全く終わりでしょうか。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 １基、予定が間に合わなかった箇所につきましては、今年度にも含めまし

て更新工事のほうを進めてまいりたいと、検討してまいりたいというふうに思っておりま

す。 

○荒木委員長 近藤仁志委員。 

○近藤委員 確認ですけど、軽可搬のポンプの、可搬ポンプを２台更新ということです。

自分の記憶では、５月の補正でもう２台追加するという補正の予算が組んであったように

思います。新屋と、何かもう１か所の可搬ポンプを更新するという説明を５月の補正で受

けたような気がするんですが、その内容について、ここでは２台しか購入はないようです

が、自分が間違っとったら申し訳ありませんが、その点どうでしょう。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 ２台から４台への追加の補正をさせていただいたのは、令和３年度分、

本年度分でございます。２年度分は予定どおり２台の更新をいたしております。 

○荒木委員長 それでは、よろしいでしょうか。（「はい」と呼ぶ者あり） 
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 次、３８ページの防災対策事業について、質疑がございますか。（「なし」と呼ぶ者あ

り） 

 ３９ページ、単独災害緊急対策事業について、ございますか。（「なし」と呼ぶ者あ

り） 

 ４０ページ、公債償還事務について、ありますか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 それでは、元に返りまして、総務全体で。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 委員長、ありがとうございます。じゃあ、せっかくなんでお聞きしたいんで

すけども、３１ページの庁舎管理事務ですね。これ、備品購入費というのは、電話増設２

００万、全部、電話増設ということなんでしょうか。もし分かれば台数なんかも聞きたい。

電話にどのくらいお金がかかるのかなということをちょっと、標準的な場合、知っておき

たいんですけれども。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 庁舎管理事務の備品購入で、電話機の増設をさせていただきました。この

増設につきましては、コロナの感染症での分散執務用の電話機の増設ということで、庁舎

または文化センターの会議室、研修室等を分散執務室として使用するという前提で、合計

１７台の電話機をこの予算で購入させていただいてもらっております。また、増設に当た

りましては取付け等の工事等も発生する関係で、それを含めた上での予算執行ということ

でございますが、備品購入という形で支出させてもらった経過としましては、電話機の備

品の費用のほうが取付工事よりも高かったというようなことで、予算執行につきましては

備品購入で執行させてもらっております。 

 なお、電話機の本体の金額でございますけども、種類が多少、何種類かございましたが、

おおむね１台当たり１０万から１３万程度あたりの機器での購入ということで、購入をさ

せてもらっております。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 もちろん一般に使う電話とは違うので、金額高くなるのは仕方がないとは思

うんですけれども、どういう機能があるのかとか、もう少し教えていただけると。せっか

くですので、どうしてそこまで、その金額のものじゃなきゃいけないのかってことをちょ

っと教えてもらえませんか。 

○荒木委員長 高橋防災監。 
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○高橋防災監 電話機でございますけども、現在、役場庁舎で使っております、一般の業

務用の電話機でございます。この電話機につきましては、なかなか一般的な家庭で売られ

ておられるような電話機ではないということで若干高めになってるということで、御理解

をいただければと思います。 

○荒木委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 附属資料の２６２ページには、住宅新築資金と貸付金で、決算年度末の現在

高が９０８万７，１３８円で、決算年度中には収入がゼロとなってます。もう一つの決算

書によると、調定はされておりまして、１，０１５万２，９９２円ということです。この

住宅新築等資金は、いわゆる同和対策事業の流れの中で執行された事業だと思いますけど

も、延滞、実質、町が借りたお金は返しているわけでして、対当該者との債務、債権の関

係ですよね。ですから、この滞納の状況等、分かる資料をもし提出いただければ、以前、

弓場室長、人権センター長に提出してもらった資料もありますけど、その後どうなってい

るのかということについて、もし説明できればお願いいたしたいと思いますが、どうでし

ょうか。 

○荒木委員長 弓場館長。 

○弓場人権センター館長 委員おっしゃったとおりで、住宅新築あるいは改修、あるいは

宅地取得の資金貸付けということで、同和対策事業でやったものがございます。昭和４０

年代くらいから始まってるのかなと思いますが、当初、予定の元利合計で３億５，２００

万ぐらいだったものです。現在が元利込みで残っているのが１，０００万少しということ

になって、９７％のところには返していただいて、人数、件数としても、当初１６０人の

中が、今現在、４件が残ってるというのが実情でございます。 

 残ってる４件ということで、かなり数が少ないもので、詳細を御説明すると個人の特定

も分かりやすいようなところがあるわけでございますが、名前抜きで資料を提供はできる

というふうに思っておりまして、今も、ちょっと手元には持っております。若干、その様

子についてお話しさせていただければ、４件のうち３件は、債務者本人はもうお亡くなり

になっていて、うち１件は相続放棄を兄弟の方がなさってる状態、あるいは、既に出られ

た後に亡くなっている方、それから、出られて、家族はおられたけども、その家族の所在

ももう分からない、恐らく年齢的に本人はもう亡くなっているだろうという方、あと１人

が、御存命でおられるというような状況でございます。ただ、生活自体は厳しいのかなと

いうところが正直なところで、最終的に、かなり困難な案件のみが残ったという状態とい
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うのが正直なところです。とはいって、投げ出すわけにはいきませんので、努力はせない

けませんが、いわゆる地方税の徴収のような、国税徴収法を準用するような強制的な執行

なり、あるいは調査権の執行ができない私債権であるということもあって、なかなか突っ

込んでいくにはかなりの労力と時間がかかるということはありまして、なかなか進まない

というのが正直なところでございます。 

○荒木委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 私ちょっと思うのは、やっぱりそういう困難な状況、生活自体も困難なし、

現に、相続、遺産放棄をされているような実態もあったり、町外におられるという方もあ

るということは、やっぱり町として、貸付けしたのは町なんだから、やっぱり最終的には

責任を持って、一番いい方法、要するに約１，０００万債務が残っているわけだけども、

それをどういうふうにして処分したらいいかということで、一つには、私は、例えば空き

家状態にあれば、それをもう有効活用するとか、土地もついているわけですから。いろん

な方法で、本当に当事者の方も困っていられると思いますので、よくそういう方法もやっ

ぱり総務課全体で相談されて、単に回収のみのことだけでなくて、残った債務をどのよう

にして納めることができるのかという手法についても、よく相談に乗ってほしいなという

ことを思いますが、どうでしょうか。 

○荒木委員長 弓場館長。 

○弓場人権センター館長 やはり結構早い段階に転出をされて空き家になったまま倒壊し

たり、実を申し上げれば競売で、その後また撤去されたりと。建物の実態がないところが

おおむねというか、ある程度の割合であります。そこはもう物件としてはどうしようもな

いというところがありまして、お一人がまた、ちょっと背景もいろいろあるかと思います

が、居住してらっしゃるので、それを町のほうで利活用ということも正直できないという

問題があります。数字としての始末といいますか、ということになると、私債権というこ

とで不納欠損という形が取れないので、議会において債権放棄の決議をいただいてという

ことで終わりということになるわけですが、それをもし仮に御提案させていただくために

は、それなりの、できるだけの調査と根拠を整えないと、もちろんこちらにはお願いがで

きないということなので、少しずつ考えながらですが、幾ばくかはそういう形を最終的に

はお願いするしかないのかなというふうには、現実としては感じております。 

○荒木委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 一般管理事務ですけども、昨年度、就業管理システムを導入されました。こ
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の件について、出勤、退勤、あるいは休憩等の管理のデータ蓄積は、どのような形でデー

タが蓄積されて管理をされていますか。 

○荒木委員長 高橋防災監。 

○高橋防災監 昨年度導入しました就業管理システムでございます。就業管理システムは、

職員の出勤、退勤、または休暇の届け等によります、システム入力によります登録、申請

等の手続でございます。データにつきましては、職員それぞれが入力等を行った後、それ

を、その課の室長、課長等で承認等行う内容でございます。データの蓄積につきましては、

各月によりますデータが蓄積されます。内容は、累計した時間数または日数あたりについ

て、それぞれの出退勤の内容、または休暇の日数あたりが実績として表示されるようにな

っとります。また、過去の実績につきましても日付を遡って確認することができ、その内

容については、それぞれの所属の管理職において情報の内容確認した上で、職員の勤怠管

理のほうに努めてまいっとるというような管理で現在進めております。 

○荒木委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 データの蓄積をして、それを基に人員配置等の検討、見直しに生かすという

説明だったんですけども、それが現在、今言われるように各課の課長なり室長が管理しと

る段階で、全体の人員配置、あるいは働き方改革に向けての活用、取組については、どの

ような形でありますか。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 今、高橋室長から説明いたしましたとおり、全職員のそれぞれの働き方、

いわゆる勤務簿という形で上席の者が見ることができます。それに関しましては、さらに

上、総務課長でありますとか副町長においても権限を持って見ることができますので、全

職場を調べて勤務状況というのを確認することができます。そういったデータの蓄積を確

認することによって、人員配置等についても参考にしながら検討していくことができると

いうふうに思っておりますが、いずれにしても、４月から始まってまだ数か月のデータ蓄

積という状況ですので、この蓄積状況を見ながら検討をしていきたいというふうに、現在

では考えております。 

○荒木委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 ただいまの説明ですと、去年の当初予算で予算化して、僅かっていうか、２

４万ばかりですけども。それが、去年は運用がされなかったっていうことなんですか、昨

年度は。 
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○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 令和２年度、システムを構築をするということで予算をいただいて、リ

ースという形での予算執行で債務負担もいただいておりました。３月末までかかってシス

テムを構築しまして、４月１日からの運用開始となっております。 

○荒木委員長 そのほかございますか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 木下総務課長。 

○木下総務課長 すみません、１点、本会議の御質疑にお答えすべき点を失念をしており

ましたので、答弁を追加させていただきたいと思います。本会議において岡本議員のほう

から、会計年度任用職員の人件費について、元年と２年とでどれぐらい差が出ておるかと

いうふうな御質問だったというふうに思います。総額ベースで単純に比較をしますと、人

数が元年と２年で違っております。２年が減っておりますので総額ベースでは減っており

ます。ですので、なかなか単純比較はできません。その中で、対象人数で割って平均を、

荒っぽいやり方ですが、出した場合に、１人当たり年額で１４万ぐらいの給与が増えてお

るというふうな状況を、現段階では報告をさせていただきたいというふうに思います。ま

た、あわせて、本人の給与の部分以外で、町負担の共済費、共済組合に加入される町負担

の部分の社会保険料ですけども、これにつきましては、年間で１０万程度の増額となって

おるということで、町負担も増えておるというふうなことを御報告をしておきます。 

○荒木委員長 という報告でありました。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 確認ですが、お１人当たり給与として１４万円、町として１０万円ってこと

は２４万で、人数的に、大体１００人くらいだとすれば２，４００万程度、そんなに少額

なんですか。 

○荒木委員長 木下総務課長。 

○木下総務課長 対象人数でございますけども、令和元年が６６名、令和２年が６０名と

いうふうなことで人数は確認をしております。 

○荒木委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 何度もすみません。それで、それぞれ増額ですね。１４万増と１０万増とい

うことですよね。増額部分ですよね。分かりました。 

○荒木委員長 それでは、ほかに質疑がないようでしたら、総務課についての審査を終了

いたしたいと思います。御異議ございませんか。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 
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 では、総務課の皆さん、御苦労さまでした。 

 皆さんに申し上げますが、いつものことですけども、審査意見について、期日までに提

出を、事務局までメールで送付していただきたいと思います。 

 それでは、これで本日の特別委員会を閉会といたします。御苦労さまでした。 
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